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ランダム加振時にはこれまで経験した最大変形を更新す

る際に急激な剛性の増加が生じたものと考えられる。

また，実験結果と解析結果が概ね一致しており，ダン

パーは三要素モデルにて精度良く解析可能である。

4.2 層せん断力－層間変位関係 

層せん断力(F)と層間変位(δ)の関係を図 8に示す。なお，

図 8では実線は実験結果，破線は解析結果を表している。

層せん断力は，柱に生じるせん断力とダンパーに生じる

せん断力の累計とし，層間変位は柱-梁接合部及び支持部

材-梁接合部の 4 点の変位計測結果より算出した。

漸増加振結果及びランダム加振結果から，層せん断力-
層間変位関係は，小さい振幅からでも履歴曲線が非線形

形状を示しており，効率的に振動エネルギーを吸収する

ことが確認された。また，層間変形が 20mm を超えるあ

たりから鉄骨架構の柱梁接合部に降伏が確認され，これ

に伴って履歴曲線の描く面積は急激に増加した。

4.3 ダンパーの実効変形比 

漸増加振結果について，中間階の最大層間変位(δmax)
に対するダンパーの最大変位(δdmax)の割合（以下，実効

変形比）とダンパー変位(δd)の関係を図 9 に示す。

実験結果，解析結果共にダンパー変位は層間変位を概

ね下回る結果となったが，実効変形比は層間変位の増加

に伴い増加する傾向が確認された。

層間変位に対するダンパー変位の損失量は，ダンパー

減衰力を起因とした支持部材のせん断変形(δq)及び曲げ

変形(δm)，梁-支持部材接合部パネルの変形による支持部

材の回転変形(δp)，支持部材が取り付く梁の回転変形によ

る支持部材の回転変形(δg)の累計によって表される（図

10)。各変位量は以下の(4)～(7)式によって求まる。

δq=Σ{Qd･h/(G･As)} (4) 
δm=Σ{Qd･H3/(3･E･I)･(1-3･(hd/2)/(2･H)+ (hd/2)3/(2･H)}(5) 
δp=Σ{γpx/2×(hp-h)} (6) 
δg=Σ{Ry×(h+hp)} (7) 
図 11 に，(4)～(7)式によって算出した漸増加振解析モデ

ルによるステージ毎の各変位量とダンパー変位の関係を

示す。(δq)，(δm)，(δp)についてはダンパー変位の増加と

共に正側に微増しているのに対し，(δg)は負側に大きく増

大しており，ダンパーの実効変形比の増加要因となるこ

とが確認された。

5. まとめ 

・間柱型粘弾性ダンパーを設置することで，架構が弾性

範囲内である小振幅時にも振動エネルギーを吸収する

ことが出来る。

・本研究に用いた非線形型粘弾性ダンパーは，三要素モ

デルで精度良く解析することが出来る。

・ダンパーの実効変形比は支持部材の曲げ・せん断変形

やパネルの回転変形により損失するが，梁の回転変形

と共に増加する。
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粘性ダンパーの長時間繰り返しによる特性値低下を考慮した解析モデルの提案と地震応答評価 
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制振構造 長周期地震動 粘性ダンパー  

エネルギー密度 評価手法   

 
 
1．はじめに 

近年，南海トラフ地震による長周期地震動が三大都市圏

で発生することが予想されており，超高層建物などの周期

が長い建物が大きく揺れることが懸念されている。2011 年

に発生した東北地方太平洋沖地震では，超高層建物が共振

することで 10 分間以上揺れ続けたという報告がなされて

いる 1)。 
このような被害が想定される建物に対して制振構造は

効果的であるが，長周期地震動の作用を受ける場合，長時

間の繰り返しにより制振ダンパーの種類によっては性能

が大きく低下する可能性がある。このことから筆者らは，

代表的な 4 種の実大制振ダンパーに対して長時間の正弦

波加振実験を行い，各ダンパーの動的特性の変化を明らか

にし，簡易的な評価手法を示している 2)。 
 本報では，粘性ダンパーを対象に特性値低下の傾向を考

慮した解析モデルを作成する。また，特性値低下を簡易的

に評価した式を用いた 2 種類の手法による応答解析の結

果を比較し，本手法の有効性の確認を行う。 
 
2．粘性ダンパー正弦波加振実験条件 

2．1 計測概要 

 対象とするダンパーは，E‐ディフェンスにおける実大

5 層建物の震動台実験で用いられたダンパーから選出した

ものである 3)。図 1 に粘性ダンパー側面図，表 1 に粘性ダ

ンパー諸元，図 2 にセットアップ図を示す。ここに，Cd は

粘性係数，はべき乗指数である。ダンパー部の変形はス

トローク部上下左右 4 点で計測し，歪ゲージは，ブレース

中央部と中央部から±100mm の位置全 3 断面（i = 1~3）に

4 枚ずつ添付する。ダンパーストローク ud を式(1)，ダン

パー力 Fd を式(2) より算出する。 
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ここに，εj は計測位置での歪, E はヤング係数（=206 
GPa）, A は歪計測位置における断面積である。なお，ダン

パー力はブレース中心部における歪より算出を行ってい

る。1 サイクルごとの最大ダンパー力およびエネルギー吸

収量は式(3), (4)より算出する。n サイクルの最大ダンパー

力 Fd[n] は，図 3 のように計測直後の 1 つ目の半波を除い

た半波 2n と半波 2n+1 の絶対値の平均値より算出してい

る（ただし n≧1 とする）。また，

エネルギー吸収量 Wd[n] は 1 サイ

クルごとの履歴の面積より算出し

ている。ここに，hFd,max は半波ごと

の最大ダンパー力，ND は 1 サイク

ルのデータ数である。なお，（）は

ステップ，〈〉は半波，［］はサイク

ルを意味する。 
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2．2 加振計画 

 前報より 4)，新たに大容量の試験体（D3-2F）を用いた正

弦波加振実験を追加で行った（V-10）。表 2 に加振パラメ

ータを示す。それぞれの加振は，周期 2～6s，振幅 10～
30mm の範囲内で行っている。 
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図 2 粘性ダンパーセットアップ図 

l d

(mm)
A d  d

(mm)
C d

規格値

l b

(mm)
A b  d

(mm)
u d, max

15kine
u d, max

30kine

D1-2F
D2-2F

3947 606 12880 184 98 2104 8320 159 658 856

D3-2F 3849 689 28124 286 196 1542 15323 236 1316 1712

F d, max (kN)

試験体
l

(mm)

ダンパー ブレース

(mm2) (mm2)

表 1 粘性ダンパー諸元 

※ Cd の単位は kN/(mm/s)α であり，α, Kd の規格値はそれぞれ 0.38，∞である。 

Fd 半波 1

半波 2 

半波 3 

ud

図 3 半波の定義

図1 粘性ダンパー側面図 

シリンダー Ad, d, Cd ブレース Ab, b 

ud, 1~4 
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 なお，速度依存型のダンパーである粘性ダンパーは，材

料疲労の問題がなく繰り返し実験できるため，載荷後にダ

ンパーの温度が初期温度に戻ったことを確認してから，ダ

ンパーの損傷確認の載荷を行い，損傷が無いことを確認し

た後に次の載荷を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3．粘性ダンパー特性値低下の傾向 

3．1 エネルギー密度による評価 
 制振ダンパーを長周期地震動対策として用いる場合，最

大値による評価だけでなく繰り返し変形を受けて吸収す

るエネルギー量の累積値による評価が重要となってくる。

本報では，ダンパー特性値として最大ダンパー力に着目し

て検討を行う。図 4(a)に累積エネルギー吸収量 ΣWd に対

する最大ダンパー力の低下率の変化を示す。同容量のダン

パーを用いた V-1～V-9 では，周期・振幅によらず同様の

低下の傾向を示した。これは，粘性体がエネルギーを吸収

することでシリンダー内部の粘性体温度が上昇し，それに

伴い特性値が低下するためと考えられる。しかし，容量の

大きいダンパーを使用した V-10 では，他の結果（V-1～V-
9）と比較して低下の傾向が異なっていることが分かる。 

そこで，異なるダンパー容量での統一的な評価を行うた

めに，累積エネルギー吸収量を粘性ダンパーの容積 VV で
除したものを，エネルギー密度  と呼び以下のように定

義する。 

V

d

V
W  (5) 

 ここで，VV は粘性ダンパー内に封入されている粘性体

の容量である。エネルギー密度 は，単位容積あたりで

吸収した累積吸収エネルギーを意味し，粘性体による発熱

と直接関連する値である。本報では簡便のために，ダンパ

ー部の長さと内部の断面積より算出した粘性ダンパーの

容積を，内部粘性量と仮定して検討を行った。エネルギー

密度 に対する最大ダンパー力の低下率の変化を図 4(b)
に示す。図 4(b)より，粘性ダンパーにおいてエネルギー密

度 に対する最大ダンパー力の低下率の変化は，周期・

振幅・ダンパー容量によらずおおむね同様の傾向を示した。

この関係から，エネルギー密度 を用いることで長時間

の繰り返しによる粘性ダンパーの特性値低下の傾向を簡

易的に評価できると考える。ただし，封入されている粘性

体の性質や大きく形状の異なるダンパーに対しては低下

の傾向が変わると考えられる。しかし，その場合，長時間

の加振実験を一回行うことで振幅や周期によらず長時間

の繰り返し加振時におけるダンパーの特性低下を評価で

きるという利点を有する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3．2 特性値低下を考慮した解析モデル 

 3.1 節の結果より得られたエネルギー密度を用いて近似

式を算出し，長時間繰り返しによる特性値低下を考慮した

解析モデルを作成する。粘性ダンパーの基本特性式は，式

(6)のように表される。 

     n
d

n
d

n
d uCF   (6) 

繰返し効果を考慮した場合での n ステップにおける粘

性係数 Cd(n) は式(7)より算出される。繰返しによる粘性係

数の低下率 はエネルギー密度 を用いて式(8a, b)より

求められる（図 4(b)中破線）。 

実験番号
周期
T (s)

振幅
u d  (mm)

加振時間
t 0 (s)

サイクル数
初期温度
θ 0 (oC) 試験体

V-1 4.0 20 600 150 10
V-2 4.0 20 1800 450 15
V-3 4.0 20 3600 900 15
V-4 4.0 20 10800 2700 13
V-5 2.0 20 230 115 15
V-6 4.0 10 1200 300 15
V-7 4.0 20 600 150 15
V-8 4.0 30 400 100 15
V-9 6.0 20 900 150 15

V-10 4.0 20 1800 450 26 D3-2F

D1-2F

D2-2F

表 2 正弦波加振実験パラメータ 

-20 -10 0 10 20
ud [mm]

-600

-300

0

300

600Fd [kN]

-20 -10 0 10 20
ud [mm]

-600

-300

0

300

600Fd [kN]

(i) 1 サイクル (ii) 150 サイクル (iii) 299 サイクル 

図 5 実験値と解析値の比較 

(a) V-6 

(i) 1 サイクル (ii) 225 サイクル (iii) 449 サイクル 

(b) V-10 

表 3 α, Cd の近似式と値 3) 

A 1 A 2 A 3 A 4

中容量 0.860 -0.205 24.1 0.319

大容量 0.806 -0.156 42.2 0.288

 =A 1u d 0
A2 C d

(0)=A 3u d 0
A4

(kN(s/mm)α)

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1
Fd

［n］ / Fd
［1］

0 6000 12000

ΣWd [kN・m]

(a) 累積エネルギー吸収量 (b) エネルギー密度

図 4 最大ダンパー力の低下率の変化 

(n)=exp(-1695×10-6×(n))

(V-1～9)

(V-10) 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1
Fd

［n］ / Fd
［1］

0 400000 800000

Ω [kN・m/m3]
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ここに，Cd (0)は粘性係数の初期値，a0 は繰返しによる低

下の程度を表す係数である。ここで，図 5 に実験結果（V-
6, 10）と解析結果を比較したものの一例を示す。なお，解

析に用いる粘性ダンパーの , Cd 値は表 3 より算出を行

っている 3)。図 5 より特性値低下を考慮した解析モデルは

比較的精度良く実験結果を再現できていることが分かる。 
 
4．時刻歴応答解析 

4．1 建物モデル概要 

 本報で使用する建物モデルは，建物高さ 81.7m の 20 層

のせん断モデルである 5, 6)。主架構の 1 次固有周期 T1 は
2.69s である。構造減衰は，1 次と 2 次でそれぞれ等価な

1%のレーリー型減衰とする。なお，主架構は弾性として解

析を行う。 
4．2 入力地震動概要 

 入力地震動として，東海・東南海地震動を想定した東海

地方の長周期地震動である三の丸波（SAN）7)，南海トラ

フ 4 連動地震（工学的地盤）8)を想定した津島波（AIC003），
堺波（OSK006）JMA 名古屋波（E34），大分波（OIT010）
の計 5 波を採用する。図 6(a)～(e)に入力地震動の加速度波

形，図 7(a), (b)に擬似速度応答スペクトル pSv (h = 5%)，エ

ネルギースペクトル VE (h = 10%) をそれぞれ示す。主架

構の 1 次固有周期である 3 秒付近に pSv ，VE のピークを有

する地震動を採用している。 

4．3 ダンパー配置 

 解析において対象とする粘性ダンパーは，長時間正弦波

加振実験において用いた D2-2F の値を使用している。なお

4 章で用いる粘性ダンパーの , Cd 値は規格値（表 1）を

使用している。図 8 のようにダンパーと取付け部材は直列

に繋がるため，内部剛性 Kd と取付け部材剛性 Kb をまと

めて等価支持材剛性 Kb* で表す（表 4）3)。ダンパーの取

付け角度は全層で 30o に一定配置とし，取付け角度を考慮

して粘性係数および等価支持材剛性を変換している 9)。 
図 9 に高さ方向における粘性ダンパーの粘性係数を示

す。ここで，V100 ではレベル 2 相当の地震動において層

間変形角 R = 1/100 以内，V150 では 1/150 以内に収まるよ

うに粘性ダンパーを配置している 6)。なお，本報では建物

の全体曲げ変形などによってダンパーの実効変形が低下

する影響 10)を無視して解析を行っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4．4 時刻歴応答解析結果 

 本節では，高さ方向における最大応答分布として層間変

形角，絶対加速度に着目し検討を行っていく。 
はじめに，図 10, 11 に，特性値低下を考慮せず解析を行

ったもの（0V100, 0V150）と，解析より得られた地震終了

時におけるダンパーのエネルギー密度 （式(5)）から，

実験結果（図 4(b)）を用いて特性値低下を評価し，粘性係

数 Cd (0) を低下させ，再度解析を行ったもの（sV100, sV150）
（以降，簡易手法）の結果を示す 11)。図 10 より，sV150 が

0V150 に対して，SAN では 1.4 倍，AIC003，OIT010 では

図 8 粘性ダンパーと取付け部材 
からなる付加系 

Kb*

Fd

CdKdKb

支持材 ダンパー

図 9 粘性係数 
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(a) SAN 

(b) AIC003 
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(d) E34 

(e) OIT010 
図 6 加速度時刻歴 

(a) 擬似速度応答スペクトル (b) エネルギースペクトル 
図 7 地震動スペクトル 

K d

[kN/cm]
K b

[kN/cm]
K b

*

[kN/cm]
D2-2F 2663 2525 1296.1

表 4 等価支持材剛性 3) 
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1.2 倍に増大していることが分かる。一方で，層間変形角

が 1/100 以内に収まっている OSK006, E34 では，応答は大

きく増大せずほぼ同様の結果となった。ダンパー量の少な

い 0V100 と sV100 を比較すると，入力エネルギーの大きい

AIC003, OIT010 での著しい増加が見られる。また，図 11
より，絶対加速度においても同様の傾向が見られる。 
 次に，簡易手法に対して，式(6, 7)の関係を用いて粘性係

数をステップごとに低下させ解析を行ったもの（以降，精

算手法）の結果を図 10, 11 に破線で示す。結果より，精算

手法は考慮なしと簡易手法の間に位置することが確認さ

れた。簡易手法は繰り返しによる特性値が変化する解析モ

デルが無い場合でも容易に評価が可能であるため有用で

あるが，地震動によっては過大評価になってしまう場合も

ある。一方で，精算手法はより経済的な設計を行うことが

可能である。 
 
5．まとめ 

本報では，粘性ダンパーを対象に特性値低下の傾向を考

慮した解析モデルを作成し，特性値低下を簡易的に評価し

た式を用いた 2 種類の手法による応答解析の結果の比較

を行った。以下に得られた知見を示す。 
(1) 粘性ダンパーの長時間加振実験より，エネルギー密度 

に対する最大ダンパー力の低下の傾向は，周期・振

幅・ダンパー容量によらずおおむね同様の傾向を示し，

簡易的に評価が可能である。 
(2) エネルギー密度を用いた近似式より，解析モデルを提

案した。繰り返しによる特性値低下を表した解析モデ

ルは，精度良く実験結果を再現できた。 
(3) 簡易手法，精算手法の 2 種類の手法を用いて時刻歴応

答解析を行った。結果より，簡易手法は簡易的に繰り

返しによる影響を考慮できるが，地震動によっては過

大評価になってしまう。一方で，精算手法はより経済

的な設計が可能である。 
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